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福 井 県                                      



 

ま え が き                               

 

工業統計調査は、我が国の工業の実態を明らかにすることを目的として、製造業を営む事業

所の製造活動の現況を調査するもので、明治４２年から現在まで一世紀近くにわたって実施さ

れており、その結果は各方面において利用されています。 

この報告書は、平成２０年１２月３１日現在で、３年ぶりに全事業所を対象に実施した調査

の本県分を、県が独自に集計したものです。 

この結果によると、平成２０年の本県製造業の製造品出荷額等は、前回（平成１７年）に比

べ増加しましたが、従業者４人以上で前年（平成１９年）と比べると、平成２０年末の世界同

時不況を背景に、６年ぶりの減少となりました。 

本報告書が、本県における工業の実態を把握し、工業に関する施策を立案するための基礎資

料として、行政機関はもとより関係機関の皆様に御活用いただければ幸いです。 

この調査の実施に当たり御協力をいただきました事業所の皆様をはじめ、関係各位に対し、

厚くお礼申し上げますとともに、今後とも統計調査に御協力を賜りますようお願いいたします。 

 

     平成２２年２月 

 

                    福 井 県 総 合 政 策 部 長 

                         森 近 悦 治 
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利 用 上 の 注 意 

 

工 業 統 計 調 査 の 概 要  

 

 １  調 査 の 目 的  

   我 が 国 に お け る 製 造 業 の 実 態 を 明 ら か に す る こ と を 目 的 と す る 。  

 

 ２  調 査 の 根 拠  

   統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査 で あ り 、 工 業 統 計 調 査 規 則 に よ っ て 実 施 さ れ る 。  

 

 ３  調 査 の 期 日  

  平 成 ２ ０ 年 １ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ま で の １ 年 間 の 実 績 に つ い て 、  

平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 現 在 で 調 査 を 実 施 し た 。  

 

 ４  調 査 の 範 囲  

   日 本 標 準 産 業 分 類 に 掲 げ る 大 分 類 Ｅ ― 製 造 業 を 主 業 と す る 事 業 所 （ 国 に 属 す る 事 業

所 を 除 く 。 ） を 対 象 と す る 。  

   た だ し 、 特 定 年 次 （ 西 暦 年 号 末 尾 ０ ， ３ ， ５ ， ８ 年 以 外 の 年 ） に つ い て は 、 従 業 者

４ 人 以 上 の 事 業 所 。  

 

 ５  調 査 の 方 法  

（ １ ）  こ の 調 査 は 、 準 備 調 査 と 本 調 査 に 分 か れ て お り 、 準 備 調 査 で は 調 査 員 の 聞 き 取 り  

調 査 に よ り 準 備 調 査 名 簿 を 作 成 し 、 本 調 査 で は 事 業 主 の 申 告 に よ り 、 次 の ２ 種 類 の

調 査 を 行 っ た 。  

た だ し 、 調 査 日 現 在 に お い て 、 休 業 中 、 操 業 準 備 中 、 ま た は 操 業 開 始 後 未 出 荷 の  

各 事 業 所 に つ い て は 本 調 査 の 対 象 と し て い な い 。  

       甲 調 査  ―  従 業 者 ３ ０ 人 以 上 の 事 業 所  

       乙 調 査  ―  従 業 者 ２ ９ 人 以 下 の 事 業 所  

 （ ２ ） 調 査 の 系 統  

事 業 所 が 自 ら 調 査 票 に 記 入 す る 方 法 （ 自 計 方 式 ）  

経 済 産 業 大 臣 ― 知 事 ― 市 町 村 長 ― (指 導 員 )― 調 査 員 ― 対 象 事 業 所  

    企 業 の 本 社 等 が 、 傘 下 の 事 業 所 の 調 査 票 を 事 業 所 ご と に 一 括 し て 記 入 す る 方 法  

（ 本 社 一 括 調 査 方 式 ）  

経 済 産 業 大 臣 ― 対 象 企 業  



 用 語 の 説 明  

 

 １  事 業 所           

   一 般 に 工 場 、 製 作 所 、 製 造 所 ま た は 加 工 所 な ど と 呼 ば れ て い て 、 １ 区 画 を 占 め て 主

と し て 製 造 ま た は 加 工 を 行 っ て い る も の を い う 。  

 

 ２  従 業 者 数  

   常 用 労 働 者 数 と 個 人 事 業 主 お よ び 無 給 家 族 従 業 者 数 と の 合 計 で 、 常 用 労 働 者 に は  

次 の 者 を 含 ん で い る 。  
 

   ①  １ か 月 を 超 え る 期 間 を 定 め て 雇 用 さ れ て い る 者  

②  １ １ 月 お よ び １ ２ 月 の 各 月 に お い て １ ８ 日 以 上 雇 用 さ れ た 者  

③  重 役 、 理 事 な ど の 役 員 の う ち 、 常 時 勤 務 し て 毎 月 給 与 の 支 払 い を 受 け て い る 者  

④  事 業 主 の 家 族 で そ の 事 業 所 に 働 い て い る 者 の う ち 、 常 時 勤 務 し て 毎 月 給 与 の 支

払 い を 受 け て い る 者  

   月 別 常 用 労 働 者 数 計 は 、 常 用 労 働 者 の １ 月 か ら １ ２ 月 ま で の 毎 月 末 の 現 在 数 を 合 計

し た も の 。 個 人 事 業 主 、 無 給 家 族 従 業 者 、 臨 時 雇 用 者 は 含 ま れ て い な い 。  

 

 ３  製 造 品 出 荷 額 等  

   平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 に お け る 製 造 品 出 荷 額 、 加 工 賃 収 入 額 、 修 理 料 収 入 額 お よ び そ の

  他 の 収 入 額 の 合 計  
 

   ① 製 造 品 出 荷 額  ―  そ の 事 業 所 の 所 有 す る 原 材 料 に よ っ て 製 造 さ れ た も の （ 原 材 料

を 他 に 支 給 し て 製 造 さ れ た も の を 含 む 。 ） で ､平 成 ２ ０ 年 中 に  

            出 荷 さ れ た も の の 額 。 次 の も の の 額 も 含 め ら れ る 。  

ａ  同 一 企 業 に 属 す る 他 の 事 業 所 に 引 き 渡 し た も の  

             ｂ  自 家 使 用 し た も の  

   ② 加 工 賃 収 入 額  ―  他 の 企 業 の 所 有 す る 主 要 原 材 料 に よ っ て 製 造 し 、 ま た は 他 の 所

有 す る 製 品 も し く は 半 製 品 に 加 工 ・ 処 理 を 加 え 、 平 成 ２ ０ 年 中  

に 引 き 渡 し た も の に 対 し て 受 け 取 っ た 、 ま た は 受 け 取 る べ き 額  

   ③ そ の 他 の 収 入 額 ―  製 造 工 程 か ら 出 た く ず ・ 廃 物 の 出 荷 額 、 冷 蔵 保 管 料 の 額 、 転 売  

収 入 、 建 設 業 収 入 、 サ ー ビ ス 業 収 入 な ど の 額  

  

 ４  現 金 給 与 総 額  

平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 に 常 用 労 働 者 の う ち 雇 用 者 に 対 し 支 給 さ れ た 基 本 給 ･諸 手 当 と 特 別

に 支 払 わ れ た 給 与 （ 期 末 賞 与 等 ） の 額 、 及 び そ の 他 の 給 与 額 の 合 計 額 。  

「 そ の 他 の 給 与 額 」 ： 常 用 労 働 者 の う ち 雇 用 者 に 対 す る 退 職 金 、 解 雇 予 告 手 当 お よ

び 出 向 ･派 遣 受 入 者 に 係 る 支 払 額 、 臨 時 雇 用 者 に 対 す る 給 与 、 他 企 業 へ 出 向 さ せ て い る

者 に 対 す る 負 担 額 等 の 合 計  
 
 



 ５  原 材 料 使 用 額 等  

   事 業 所 が 生 産 の た め 使 用 し た 原 材 料 、 燃 料 、 電 力 の 使 用 額 、 委 託 生 産 費 、 製 造 等 に

関 連 す る 外 注 費 お よ び 転 売 し た 商 品 の 仕 入 額 の 年 間 合 計 額  

 

 ６  有 形 固 定 資 産  

   事 業 所 で 繰 り 返 し 使 用 す る 建 物 、 構 築 物 、 機 械 、 各 運 搬 具 等 で 、 １ 年 以 上 の 使 用 に

耐 え 、 し か も そ の 価 値 が １ ０ 万 円 を 超 え る 器 具 類 お よ び 土 地  

  ①  年 初 現 在 高 ―  平 成 ２ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在 で 事 業 所 が 所 有 す る 有 形 固 定 資 産 額  

  ②  取 得 額            ― 平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 の 増 加 額  

          同 一 企 業 に 属 す る 他 の 事 業 所 か ら 引 き 渡 し を 受 け た も の も 含 ま れ る 。  

  ③  除 却 額            ― 平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 に 売 却 、 撤 去 、 滅 失 ま た は 同 一 企 業 に 属 す る 他 の  

          事 業 所 へ の 引 き 渡 し を し た 有 形 固 定 資 産 の 額  

  ④  減 価 償 却 額 ―  減 価 償 却 費 と し て 有 形 固 定 資 産 勘 定 か ら 控 除 さ れ た 金 額 お よ び 減 価  

償 却 引 当 金 と し て 計 上 さ れ た 金 額  

⑤  建 設 仮 勘 定 ―  建 設 過 程 に あ る 有 形 固 定 資 産 に 対 す る 種 々 の 出 費 を 整 理 す る た め 、  

          会 計 処 理 上 の 方 法 と し て 設 け ら れ た 勘 定  

建 設 仮 勘 定 の 増 は 、 平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 に こ の 勘 定 の 借 方 増 加 に 加 え

          ら れ た 額 で 、 減 は 、 平 成 ２ ０ 年 １ 年 間 に こ の 勘 定 か ら 他 の 勘 定 に 振

          り 替 え ら れ た 額  
 

 ７  リ ー ス 契 約 に よ る 契 約 額 お よ び 支 払 額  

リ ー ス 契 約 と は 、 物 件 を 使 用 す る 期 間 が １ 年 を 超 え 、 契 約 期 間 中 原 則 と し て 中 途 解

約 の で き な い 賃 貸 借 契 約 で 、 契 約 額 、 支 払 額 は 次 の と お り で あ る 。  

①  契 約 額 ― 新 規 の リ ー ス 契 約 に よ り 平 成 ２ ０ 年 １ 月 か ら １ ２ 月 ま で に 納 入 ま た は

    設 置 さ れ て 検 収 が 完 了 し 、 物 件 借 受 書 を 交 付 し た リ ー ス 物 件 の 契 約 額  

②  支 払 額 ― 平 成 ２ ０ 年 １ 月 か ら １ ２ 月 ま で に リ ー ス 物 件 使 用 料 と し て 実 際 に 支 払  

っ た 月 々 の リ ー ス 料 の 年 間 合 計 金 額 （ 平 成 ２ ０ 年 以 前 に リ ー ス 契 約 し

た 物 件 に 対 す る 支 払 リ ー ス 料 も 含 む 。 ）  

  

８  工 業 用 地  

   ①  敷 地 面 積               ―平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 現 在 に お い て 事 業 所 が 使 用 し て い る 敷  

            地 （ 借 地 を 含 む 。 ） の 全 面 積  

た だ し 、 生 産 設 備 の 敷 地 と 道 路 等 で 明 確 に 区 別 さ れ て い る 社 宅 、

寄 宿 舎 、 グ ラ ウ ン ド そ の 他 の 福 利 厚 生 施 設 等 は 除 く 。  

   ②  建 築 面 積               ―事 業 所 敷 地 内 に あ る す べ て の 建 物 の 面 積  

            平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 現 在 建 築 中 の も の で あ っ て も 、 建 設 仮

勘 定 と し て 計 上 し た も の は 含 む 。  

   ③  延 べ 建 築 面 積 ―事 業 所 の 敷 地 内 に あ る す べ て の 建 物 の 各 階 の 面 積 の 合 計  
 
 
 



 ９  工 業 用 水  

   平 成 ２ ０ 年 １ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ま で の １ 年 間 に 事 業 所 で 使 用 し た

用 水 量 。 １ 日 当 た り 用 水 量 は 総 水 量 を 年 間 操 業 日 数 で 割 っ た も の で 、 水 源 別 用 水 量 、

用 途 別 用 水 量 は 次 の と お り で あ る 。  

   ①  水 源 別 用 水 量  ―  工 業 用 水 道 、 上 水 道 、 井 戸 水 、 そ の 他 の 淡 水 、 回 収 水 の 水 源

別 用 水 量  

   ②  用 途 別 用 水 量  ―  ボ イ ラ 用 水 、 原 料 用 水 、 製 品 処 理 用 水 と 洗 じ ょ う 用 水 、 冷 却

用 水 と 温 調 用 水 、 そ の 他 （ 飲 料 水 、 雑 用 水 を 含 む 。 ） の 用 途

別 用 水 量  

                                     

10 算 式          

  ① 生産額＝製造品出荷額等＋(製造品年末在庫額－製造品年初在庫額) 

           ＋(半製品と仕掛品年末価額－半製品と仕掛品年初価額) 

 

  ② 付加価値額 

（１）従業者３０人以上の事業所 

    付加価値額＝生産額－原材料使用額等－(消費税額を除く内国消費税額(*1)＋ 

推計消費税額(*2))－減価償却額 

   （２）従業者２９人以下の事業所 

在庫額等が調査項目に含まれていないため、粗付加価値額を付加価値額とみなす 

 

  ③ 粗付加価値額＝製造品出荷額等－原材料使用額等－(消費税を除く内国消費税額＋ 

推計消費税額) 
 

④ 従業者１人１か月当たり付加価値額 
 
                 付 加 価 値 額                 
   ＝ 

    『個人事業主および無給家族従業者数』×１２＋常用労働者の毎月末現在数の合計 
 

  ⑤ 有形固定資産投資額＝有形固定資産の取得額＋建設仮勘定の増加額 

              －建設仮勘定の減少額 

 
                付 加 価 値 額                   
  ⑥ 付加価値率＝                   ×１００ 

           生産額－(消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額) 

 
               原材料使用額等 
  ⑦ 原 材 料 率           ＝                    ×１００ 

           生産額－(消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額) 

 
                減 価 償 却 額                   
  ⑧ 減価償却率＝                   ×１００ 

           生産額－(消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額) 

 
                現 金 給 与 総 額                   
  ⑨ 現金給与率＝                   ×１００ 

           生産額－(消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額) 



   *1： 内 国 消 費 税 額 ＝ 酒 税 、 た ば こ 税 、 揮 発 油 税 、 地 方 道 路 税 の 納 付 税 額 ま た は

納 付 す べ き 税 額 の 合 計  

     *2： 推 計 消 費 税 額 ＝ 「 製 造 品 出 荷 額 に 占 め る 直 接 輸 出 額 の 割 合 」 を 用 い て 推 計

し た 消 費 税 額  

 

表 章 形 式  

 

１  事 業 所 の 規 模 区 分 は 、 平 成 ２ ０ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 現 在 の 従 業 者 数 （ 臨 時 雇 用 者 を 除  

く 。 ） に よ っ た 。  

 

２  産 業 中 分 類 名 は 、 下 記 の よ う に 省 略 し て 用 い て い る 。  

 省 略 表 示   産  業  名 省 略 表 示   産  業  名 

09  食 料 品       食料品製造業  21  窯業・土石  窯業・土石製品製造業 

10  飲料・飼料  飲料・たばこ・飼料製造業  22  鉄 鋼      鉄鋼業 

11  繊 維       繊維工業  23  非 鉄 金 属      非鉄金属製造業 

12  木 材       木材・木製品製造業  24  金 属      金属製品製造業 

13  家 具       家具・装備品製造業  25 はん用機械  はん用機械器具製造業 

14  パルプ・紙  パルプ・紙・紙加工品製造業  26 生産用機械  生産用機械器具製造業 

15 印   刷  印刷・同関連業  27 業務用機械  業務用機械器具製造業 

16  化 学       化学工業  28  電子・デバイス  電子部品・デバイス・電子回路製造業

17  石油・石炭  石油製品・石炭製品製造業  29  電 気 機 械      電気機械器具製造業 

18  プラスチック  プラスチック製品製造業  30  情報通信機械  情報通信機械器具製造業 

19  ゴ ム       ゴム製品製造業  31  輸 送 機 械      輸送用機械器具製造業 

20  皮 革       なめし革・同製品・毛皮製造業  32  そ の 他      その他の製造業 

 

  ３  広 域 市 町 村 圏 は 、 下 記 の と お り で あ る 。  

  広 域 圏           圏   内   市   町    

 
福井坂井地区  福井市、あわら市、坂井市、永平寺町 

 大野勝山地区  大野市、勝山市 

丹  南地区  越前市、鯖江市、池田町、南越前町、越前町 

 嶺  南地区  敦賀市、小浜市、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町 

 

４  こ の 統 計 表 中 「 － 」 は 該 当 の な い も の 、 「 ０ 」 は 単 位 未 満 、 「 ▲ 」 は マ イ ナ ス を

   表 し 、 「 Ｘ 」 は 申 告 者 の 秘 密 を 保 持 す る た め 、 １ ま た は ２ の 事 業 所 に 関 す る 数 を 秘

   匿 し た こ と を 示 す 。  

    な お 、 ３ 以 上 の 事 業 所 に 関 す る 数 で も 、 前 後 の 関 係 か ら １ ま た は ２ の 事 業 所 に  

   関 す る 数 が 判 明 す る 場 合 は 「 Ｘ 」 で 示 し た 。  

    ま た 、 全 事 業 所 の 数 値 と 従 業 者 ４ 人 以 上 の 事 業 所 の 数 値 の 関 係 か ら 、 １ ま た は ２



の 事 業 所 に 関 す る 数 が 判 明 す る 場 合 は 、 全 事 業 所 の 数 値 を 「 Ｘ 」 と し た 。  

  ５  解 説 文 中 の 金 額 は 必 要 と 思 わ れ る 単 位 ま で 示 し 、 そ の 単 位 未 満 は 四 捨 五 入 と し た 。

   ま た 、 比 率 等 は 小 数 点 以 下 第 ２ 位 を 四 捨 五 入 し た 。  

    し た が っ て 、 構 成 比 に つ い て は 合 計 と 内 訳 が 一 致 し な い と こ ろ が あ る 。  

   

  ６  日 本 標 準 産 業 分 類 の １ ０ 回 改 訂 （ 平 成 ６ 年 ４ 月 １ 日 適 用 ） に 伴 い 、 平 成 ６ 年 調 査  

   に 用 い る 商 品 分 類 表 に つ い て も 改 訂 が あ っ た 。 主 な 改 正 点 は 以 下 の と お り で あ る 。  

    ア 「 14 繊 維 工 業 品 」 中 、 「 ニ ッ ト 製 品 」 を 「 15 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 製 品 」 に

移 行 し た 。  

    イ 「 16 木 材 ・ 木 製 品 」 中 、 「 木 型 」 を 「 34 そ の 他 の 製 品 」 に 移 行 し た 。  

    ウ 「 22 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 」 中 、 「 電 気 機 械 器 具 用 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 」 の 一 部 を  

     「 光 フ ァ イ バ ー コ ー ド 」 と し て 「 27 非 鉄 金 属 」 に 移 行 し た 。  

    エ 「 25 窯 業 ・ 土 石 」 中 、 「 光 フ ァ イ バ ー 」 の 一 部 を 「 光 フ ァ イ バ ー コ ー ド 」 と

     し て 「 27 非 鉄 金 属 」 に 移 行 し た 。  

    オ 「 30 電 気 機 械 器 具 」 中 、 「 電 子 計 算 機 、 同 附 属 装 置 の 部 分 品 ・ 取 付 具 ・ 付 属  

     品 」 の 一 部 を 「 そ の 他 の 情 報 記 録 物 」 と し て 「 34 そ の 他 の 製 品 」 に 移 行 し た 。  

    カ 「 30 電 気 機 械 器 具 」 中 、 「 ビ デ オ 機 器 の 部 分 品 ・ 取 付 具 ・ 付 属 品 」 の 一 部 を  

     「 ビ デ オ デ ィ ス ク レ コ ー ド 」 お よ び 「 ビ デ オ テ ー プ レ コ ー ド 」 と し て 「 34 そ の

     他 の 製 品 」 に 移 行 し た 。  

    キ 「 32 精 密 機 械 器 具 」 中 、 「 医 療 用 計 測 器 」 を 「 30 電 気 機 械 器 具 」 に 移 行 し  

     た 。  

    ク 「 34 そ の 他 の 製 品 」 中 、 「 コ ル ク 製 品 」 を 「 16 木 材 ・ 木 製 品 」 に 移 行 し た 。  

    ＊ こ の 、 結 果 表 中 、 平 成 ５ 年 調 査 分 産 業 中 分 類 別 統 計 表 の 数 値 に つ い て は 、 新 分

    類 に 置 き 換 え た 上 で 、 平 成 ６ 年 調 査 分 と 前 年 比 較 し た 。 た だ し 、 前 年 比 較 を 行 わ

    な い 統 計 表 に つ い て は 、 旧 分 類 と し た 。 （ 表 中 に 「 旧 分 類 」 と 表 示 し た 。 ）  

  

７  平 成 ７ 年 調 査 で 産 業 中 分 類 「 ２ ５  金 属 」 に 分 類 し て い た 眼 鏡 用 金 属 部 品 の 溶 接  

   加 工 を 平 成 ８ 年 調 査 か ら 「 ３ １  精 密 機 械 」 に 分 類 し た た め 相 互 の 増 減 が 大 き く な

   っ て い る 。  

 

 ８  平 成 １ ３ 年 に お け る 日 本 標 準 産 業 分 類 の 改 訂 に 伴 い 、 平 成 １ ４ 年 調 査 か ら 以 下 の

点 を 変 更 し た 。  

・ 「 も や し 製 造 業 」 は 大 分 類 『 Ａ -農 業 』 へ 、 「 新 聞 業 」 お よ び 「 出 版 業 」 は 大 分 類

『 Ｈ -情 報 通 信 業 』 へ と 製 造 業 以 外 の 大 分 類 に 移 行 し 、 工 業 統 計 調 査 の 対 象 外 と な

っ た 。  

・ 「 電 気 機 械 器 具 製 造 業 ｣は 「 電 気 機 械 器 具 製 造 業 」 、 「 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 」 、

｢電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 製 造 業 ｣の ３ 業 種 に 分 割 さ れ た 。  

・ 「 武 器 製 造 業 」 は 「 そ の 他 の 製 造 業 」 へ 統 合 し た 。  

 以 上 の 変 更 に よ り 、 本 報 告 書 で は 次 の よ う に 取 り 扱 っ た 。  



・ 「 も や し 製 造 業 」 に つ い て は 、 産 業 中 ・ 細 分 類 か ら は 特 定 で き な い た め 、 過 去 の

数 値 を そ の ま ま 使 用 し て い る 。  

・  平 成 １ ３ 年 ま で の 「 印 刷 ・ 同 関 連 業 」 の 数 値 に は 「 新 聞 業 」 「 出 版 業 」 が 含 ま  

れ て い る 。  

・  そ の 他 の 変 更 の あ っ た 業 種 に つ い て は 、 平 成 １ ３ 年 の 数 値 を 新 産 業 分 類 に 基 づ  

い て 、 そ れ ぞ れ 分 割 ・ 統 合 し た 。  

 

９  平成１９年における日本標準産業分類の改訂に伴い、平成２０年調査から以下の点を

変更した。 

   ・「衣服・その他の繊維製品製造業」は、「繊維工業」へ統合した。 

   ・「パルプ・紙・紙加工品製造業」のうち繊維板製造業は、「木材・木製品製造業」へ

移設した。 

   ・「化学工業」のうち化学繊維製造業と、「窯業・土石製造業」のうち炭素繊維製造業

は、「繊維工業」へ移設した。 

   ・「一般機械器具製造業」は、「はん用機械器具製造業」、「生産用機械器具製造業」、

「業務用機械器具製造業」の３業種に分割した。 

   ・「電気機械器具製造業」のうちビデオ機器製造業は、「情報通信機械器具製造業」へ

移設した。 

   ・「電気機械器具製造業」のうち磁気テープ・磁気ディスク製造業は、「電子部品・デ

バイス・電子回路製造業」へ移設した。 

   ・「輸送用機械器具製造業」のうちその他の産業用運搬車両（ショベルトラック）は、

「生産用機械器具製造業」へ移設した。 

   ・「精密機械器具製造業」は分割し、「業務用機械器具製造業」と「その他の製造業」

へ移設した。 

   ・「その他の製造業」のうち武器製造業は、「業務用機械器具製造業」へ移設した。 

 

産業分類新旧対照表 

09
食料品製造業
（もやし製造業は除く）

09
食料品製造業
（もやし製造業は除く）

10 飲料・たばこ・飼料製造業 10 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊維工業 11 繊維工業

12 衣服・その他の繊維製品製造業 12 木材・木製品製造業

13 木材・木製品製造業 13 家具・装飾品製造業

14 家具・装飾品製造業 14 パルプ・紙・紙加工品製造業

15 パルプ・紙・紙加工品製造業 15
印刷・同関連業
（新聞業・出版業は対象外）

16
印刷・同関連業
（新聞業・出版業は対象外）

16 化学工業

17 化学工業 17 石油製品・石炭製品製造業

旧産業分類 新産業分類

統合

一部移設

一部移設



18 石油製品・石炭製品製造業 18 プラスチック製品製造業

19 プラスチック製品製造業 19 ゴム製品製造業

20 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 なめし革・同製品・毛皮製造業 21 窯業・土石製造業

22 窯業・土石製造業 22 鉄鋼業

23 鉄鋼業 23 非鉄金属製造業

24 非鉄金属製造業 24 金属製品製造業

25 金属製品製造業 25 はん用機械器具製造業

26 一般機械器具製造業 26 生産用機械器具製造業

27 電気機械器具製造業 27 業務用機械器具製造業

28 情報通信機械器具製造業 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

29 電子部品・デバイス製造業 29 電気機械器具製造業

30 輸送用機械器具製造業 30 情報通信機械器具製造業

31 精密機械器具製造業 31 輸送用機械器具製造業

32 その他の製造業 32 その他の製造業

分割

一部移設

一部移設

一部移設

一部移設

分割

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ０  事 業 所 の 産 業 分 類 は 、 主 要 な 経 済 活 動 に よ り 決 定 す る 。 主 要 な 経 済 活 動 は 、 中 分

類 （ ２ 桁 ） ご と に 出 荷 額 等 を 合 計 し 、 そ の 額 の 最 も 多 い も の に よ っ て 中 分 類 を 決 定

す る 。 同 様 の 方 法 に よ っ て 小 分 類 （ ３ 桁 ） 、 細 分 類 （ ４ 桁 ） を 決 定 す る 。  

【 例 】  

    製 造 業 収 入 の み の 場 合  

品目番号 製造品目名 製造品出荷額等

244619 その他の製缶板金製品 １，０００万円

266111 数値制御旋盤 ５００万円

266212 精整仕上装置 ４００万円

263512 工業用ミシン ７００万円

292111 アーク溶接機 １，５００万円

４，１００万円合　　計

 

 

 

 

 

 

中 分 類 ご と に 出 荷 額 等 を 合 計 す る と 、  

  「 ２ ４  １ ， ０ ０ ０ 万 円 」 「 ２ ６  １ ， ６ ０ ０ 万 円 」 「 ２ ９  １ ， ５ ０ ０ 万 円 」 で 、  

  「 ２ ６ 」 ＞ 「 ２ ９ 」 ＞ 「 ２ ４ 」 と な り 、 こ の 事 業 所 の 中 分 類 は 「 ２ ６ 生 産 用 機 械 」

と な る 。  

ま た 、 決 定 さ れ た 中 分 類 ２ ６ を 構 成 す る 小 分 類 ご と に 出 荷 額 等 を 合 計 す る と 、  

  「 ２ ６ ６  ９ ０ ０ 万 円 」 「 ２ ６ ３  ７ ０ ０ 万 円 」 で 、  

  「 ２ ６ ６ 」 ＞ 「 ２ ６ ３ 」 と な り 、 小 分 類 は 「 ２ ６ ６ 」 と な る 。  

   同 様 に 、 細 分 類 は 、 「 ２ ６ ６ １  ５ ０ ０ 万 円 」 「 ２ ６ ６ ２  ４ ０ ０ 万 円 」 で 、  



「 ２ ６ ６ １ 」 ＞ 「 ２ ６ ６ ２ 」 と な り 、 細 分 類 は 「 ２ ６ ６ １ 」 と な る 。  

  

多 種 の 品 目 を 製 造 し て い る 事 業 所 の 場 合 、 上 記 に よ り 格 付 け さ れ た 分 類 に １ 事 業

所 と し て 集 計 し た 。 （ 事 業 所 数 ）  

ま た 、 出 荷 額 等 も 格 付 け さ れ た 分 類 に 事 業 所 全 体 と し て 合 計 額 を 集 計 し た 。  

 た だ し 、 品 目 別 統 計 表 は 、 産 業 格 付 に 関 係 な く 、 品 目 ご と に 集 計 し た も の で あ り 、

多 種 の 品 目 を 製 造 し て い る 事 業 所 は 、 そ れ ぞ れ の 品 目 で １ 事 業 所 と し て 集 計 し た 。

（ 産 出 事 業 所 数 ）  

ま た 、 出 荷 額 等 も そ れ ぞ れ の 品 目 ご と の 金 額 を 集 計 し た 。  

 

そ の 他  

 

１ 平成１９年調査においては、従業者４人以上の調査対象事業所の精査を行うとともに、

調査項目の変更が行われた結果、平成１９年の数値と平成１８年以前の数値が単純に比較

できなくなった。 

   そのため、平成１８年以前の数値との対比ができるように、平成１９年の数値について、

実際の数値とは別に、平成１８年時の調査対象、項目に合わせた「参考値」を便宜的に集

計し、これにより対前年比を算出した。 

 

２  平成２０年調査においては、従業者３人以下の調査対象事業所の精査を行うとともに、

平成１９年に調査項目の変更が行われた結果、平成２０年の数値と平成１７年以前の数値

が単純に比較できなくなった。 

そのため、平成１７年以前の数値との対比ができるように、平成２０年の数値について、

実際の数値とは別に、平成１７年時の調査対象、項目に合わせた「参考値」を便宜的に集

計し、これにより対前回比を算出した。 

 

３  平成２０年調査においては、日本標準産業分類の改訂が行われたため、平成２０年の産

業別の前回比および前年比は、平成１７年と平成１９年の数値を平成２０年の分類に置き

換え、再集計したものである。再集計した数値は（ ）書きで記した。 

 

 ４  こ の 結 果 表 は 本 県 独 自 で 集 計 し た も の で あ り 、 経 済 産 業 省 が 公 表 す る 数 値 と 相 違 す  

る こ と が あ る 。  

 

５  西 暦 末 尾 ０ ・ ３ ・ ５ ・ ８ の 年 は ｢全 数 調 査 年 ｣で あ り 、 従 業 者 ３ 人 以 下 の 事 業 所 に つ

い て も 本 調 査 を 実 施 し て お り 、 全 数 調 査 年 に お い て は 、 従 業 者 ３ 人 以 下 の 事 業 所 を 含

め た 全 事 業 所 の 数 値 を 併 せ て 公 表 す る 。  

な お 、 ｢全 数 調 査 年 ｣で な い 西 暦 末 尾 １ ・ ２ ・ ４ ・ ６ ・ ７ ・ ９ の 年 に お い て 、 従 業 者

３ 人 以 下 の 事 業 所 に つ い て 福 井 県 が 独 自 に 実 施 し て き た 「 福 井 県 工 業 統 計 調 査 」 は 、

平 成 １ ４ 年 調 査 か ら 中 止 し た 。  



本 書 に つ い て の 照 会 等 は 下 記 へ お 願 い し ま す 。  

〒 ９ １ ０ － ８ ５ ８ ０  

福 井 県 福 井 市 大 手 ３ 丁 目 １ ７ － １  

福 井 県 総 合 政 策 部  政 策 統 計 課  

産 業 統 計 グ ル ー プ  

TEL（ 0776） 20－ 0272（ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 調 査 結 果 の 概 要            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 概 況  

 

＜全事業所＞ 

 － 事業所数、従業者数は前回(平成１７年)に続き減少、 

製造品出荷額等は前回に続き増加、粗付加価値額は減少 － 

 平成２０年の事業所数は、５，３５６事業所で、前回に比べて※１０．４％減少した。 

 従業者数は、８０，５００人で、前回に比べて※１．６％減少した。 

 製造品出荷額等は、２兆１，２２１億円で、前回に比べて※６．９％増加した。 

 粗付加価値額は、８，１５９億円で、前回に比べて※３．２％減少した。 

       表１ 事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の推移 

 

 

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比
（％） （人） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

平成１４ 3,390 ▲ 9.6 79,077 ▲ 6.1 1,687,094 ▲ 5.1 775,276 ▲ 3.7

１５ 3,367 ▲ 0.7 78,026 ▲ 1.3 1,747,552 3.6 775,391 0.0

１６ 3,106 ▲ 7.8 76,386 ▲ 2.1 1,813,319 3.8 791,956 2.1

１７ 3,152 1.5 75,209 ▲ 1.5 1,852,261 2.1 803,601 1.5

１８ 2,897 ▲ 8.1 76,585 1.8 2,018,201 11.3 823,170 3.9

１９ 2,859 ▲ 6.7 78,164 ▲ 1.1 2,161,224 0.4 824,182 ▲ 2.8

２０ 2,891 1.1 75,468 ▲ 3.4 2,095,120 ▲ 3.1 801,030 ▲ 2.8

事  業  所  数

年 次
粗 付 加 価 値 額従  業  者  数 製 造 品 出 荷 額 等

対前回比 対前回比 対前回比 対前回比
（％） （人） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

平成５ 8,726 ▲ 4.1 108,502 ▲ 1.9 1,971,467 ▲ 1.9 896,548 3.9

７ 8,240 ▲ 5.6 103,555 ▲ 4.6 1,967,319 ▲ 0.2 878,498 ▲ 2.0

１０ 7,902 ▲ 4.1 99,904 ▲ 3.5 1,986,035 1.0 896,004 2.0

１２ 7,292 ▲ 7.7 94,078 ▲ 5.8 2,013,484 1.4 910,356 1.6

１５ 6,217 ▲ 14.7 83,873 ▲ 10.8 1,776,536 ▲ 11.8 792,187 ▲ 13.0

１７ 5,793 ▲ 6.8 80,567 ▲ 3.9 1,879,565 5.8 819,245 3.4

２０ 5,356 ▲ 10.4 80,500 ▲ 1.6 2,122,059 6.9 815,874 ▲ 3.2

年 次
粗 付 加 価 値 額従  業  者  数 製 造 品 出 荷 額 等事  業  所  数 

 

 

 

 

 

 ※ ※※ ※

※平成２０年調査においては、従業者３人以下の調査対象事業所の精査を行うとともに、平成１９年に

調査項目の変更が行われたため、平成２０年の数値と平成１７年以前の数値が単純に比較できない。
 

 

 

＜従業者４人以上の事業所＞ 

 － 事業所数は３年ぶりの増加、従業者数は２年連続減少、 

製造品出荷額等は６年ぶりの減少、粗付加価値額は２年連続減少 － 

 平成２０年の従業者４人以上の事業所数は、２,８９１事業所で、前年に比べて１．１％増加した。 

 従業者数は、７５，４６８人で、前年に比べて３．４％減少した。 

 製造品出荷額等は、２兆９５１億円で、前年に比べて３．１％減少した。 

 粗付加価値額は、８，０１０億円で前年に比べて２．８％減少した。 

 

       表２ 事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の推移 

 



２－１ 事業所数（全事業所） 

 

 事業所数は５，３５６事業所で、前回に比べ １０．４％減となり、前回に引き続き減少となった。 

 内訳をみると、会社（株式、合資など）が２，８６６事業所、組合・その他の法人が５４事業所、個人が

２，４３６事業所となった。 

産業別の内訳をみると、繊維の１，４３２事業所（構成比２６．７％）が最も多く、以下、その他(眼鏡・

漆器等)の９７２事業所（構成比１８．１％）、食料品の４６１事業所（構成比８．６％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度※順）と、化学（前回比１３．８％）、輸送機械（前回比２０．７％）など６業種で

増加し、繊維（前回比▲１４．３％）、その他(眼鏡・漆器等)（前回比▲８．８％）など１８業種で減少とな

った。                           【産業中分類別統計表１－１、１－２】 

※ 寄与度とは、対前年比の増減に対して、規模別、中分類別の増減分がどれだけ全体に影響を与えたかを示したもの 

  A 産業の寄与度 ＝ A 産業の対前年比増減率 × A 産業の製造業に占める前年の構成比 
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表３ 中分類別 事業所数 

その他14業種
675事業所 12.6%

窯業･土石
196事業所 3.7%

家具
213事業所 4.0%

プラスチック 223
事業所 4.2%

木材
237事業所 4.4%

生産用機械
270事業所 5.0%

印刷
278事業所 5.2%

金属
399事業所 7.4%

食料品
461事業所 8.6%

その他
(眼鏡・漆器等)

972事業所
18.1%

繊維
1,432事業所

26.7%

事業所数
５，３５６事業所

構成比 構成比

％ ％

5 ,793 100 .0 5 ,356 100 .0 ▲ 10 .4

9 食 料 品 (476) 8.2 461 8.6 ▲ 10.5

10 飲 料 ・ 飼 料 (57) 1.0 50 0.9 ▲ 14.0

11 繊 維 (1,631) 28.2 1,432 26.7 ▲ 14.3

12 木 材 (279) 4.8 237 4.4 ▲ 18.3

13 家 具 (243) 4.2 213 4.0 ▲ 17.7

14 パ ル プ ・ 紙 (172) 3.0 163 3.0 ▲ 5.8

15 印 刷 (283) 4.9 278 5.2 ▲ 9.9

16 化 学 (58) 1.0 67 1.3 13.8

17 石 油 ・ 石 炭 (12) 0.2 10 0.2 ▲ 16.7

18 プ ラ ス チ ッ ク (237) 4.1 223 4.2 ▲ 7.2

19 ゴ ム (10) 0.2 10 0.2 ▲ 20.0

20 皮 革 (7) 0.1 5 0.1 ▲ 28.6

21 窯 業 ・ 土 石 (228) 3.9 196 3.7 ▲ 14.0

22 鉄 鋼 (36) 0.6 38 0.7 5.6

23 非 鉄 金 属 (31) 0.5 25 0.5 ▲ 22.6

24 金 属 (401) 6.9 399 7.4 ▲ 3.2

25 は ん 用 機 械 (100) 1.7 81 1.5 ▲ 21.0

26 生 産 用 機 械 (257) 4.4 270 5.0 0.4

27 業 務 用 機 械 (19) 0.3 24 0.4 21.1

28 電 子 ・ デ バ イス (69) 1.2 64 1.2 ▲ 7.2

29 電 気 機 械 (91) 1.6 95 1.8 3.3

30 情 報 通 信 機 械 (14) 0.2 8 0.1 ▲ 42.9

31 輸 送 機 械 (29) 0.5 35 0.7 20.7

実 数
産業中分類

合       計

２０   年１７年 対前
回比

％

32 そ の 他 (1,053) 18.2 972 18.1 ▲ 8.8

図２ 事業所数の中分類別構成比 



２－２ 従業者数（全事業所） 

 

 従業者数は８０，５００人で、前回に比べ１．６％減となり、前回に引き続き減少となった。 

 内訳をみると、個人事業主および無給家族従業者が３，７０８人、常用労働者が７６，７９２人となった。 

                                      

産業別に内訳をみると、繊維の１９，１６９人（構成比２３．８％）が最も多く、以下、電子・デバイス

の１０，４３７人（構成比１３．０％）、その他(眼鏡・漆器等)の７，６３９人（構成比９．５％）の順にな

った。 
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従業者４人以上

 前回と比べる（寄与度順）と、プラスチック（前回比１８．８％）、電子・デバイス（前回比７．７％）な

ど８業種で増加し、繊維（前回比▲９．７％）、窯業・土石（前回比▲１８．２％）など１６業種で減少とな

った。                          【産業中分類別統計表１－１、１－２】 

 図３ 従業者数と対前回比の推移（全事業所） 

 

 

 

表４ 中分類別 従業者数 

構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％

80 ,567 100 .0 80 ,500 100 .0 ▲ 1 .6

9 食 料 品 (5,665) 7.0 5,526 6.9 ▲ 5.8

10 飲 料 ・ 飼 料 (396) 0.5 369 0.5 ▲ 8.6

11 繊 維 (20,662) 25.6 19,169 23.8 ▲ 9.7

12 木 材 (1,773) 2.2 1,464 1.8 ▲ 19.0

13 家 具 (1,286) 1.6 1,089 1.4 ▲ 18.4

14 パ 繊維
19,169人

23.8%

電子・デバイス
10,437人

13.0%

その他
(眼鏡・漆器等)

7,639人 9.5%食料品
5,526人 6.9%

プラスチック
5,364人 6.7%

金属
4,913人 6.1%

生産用機械
3,867人 4.8%

化学
3,566人 4.4%

電気機械
3,386人 4.2%

印刷
2,573人 3.2%

その他14業種
14,060人

17.5%

従業者数
８０，５００人

％

ル プ ・ 紙 (2,010) 2.5 1,950 2.4 ▲ 3.1

15 印 刷 (2,444) 3.0 2,573 3.2 0.7

16 化 学 (3,153) 3.9 3,566 4.4 12.8

17 石 油 ・ 石 炭 (89) 0.1 76 0.1 ▲ 14.6

18 プ ラ ス チ ッ ク (4,484) 5.6 5,364 6.7 18.8

19 ゴ ム (181) 0.2 176 0.2 ▲ 9.9

20 皮 革 (81) 0.1 75 0.1 ▲ 7.4

21 窯 業 ・ 土 石 (3,093) 3.8 2,531 3.1 ▲ 18.2

22 鉄 鋼 (409) 0.5 442 0.5 8.1

23 非 鉄 金 属 (1,326) 1.6 1,260 1.6 ▲ 5.2

24 金 属 (4,878) 6.1 4,913 6.1 ▲ 0.2

25 は ん 用 機 械 (952) 1.2 853 1.1 ▲ 10.7

26 生 産 用 機 械 (3,070) 3.8 3,867 4.8 21.6

27 業 務 用 機 械 (691) 0.9 991 1.2 42.8

28 電 子 ・ デ バ イス (9,693) 12.0 10,437 13.0 7.7

29 電 気 機 械 (3,485) 4.3 3,386 4.2 ▲ 2.9

30 情 報 通 信 機 械 (564) 0.7 230 0.3 ▲ 59.2

31 輸 送 機 械 (2,034) 2.5 2,554 3.2 25.6

32 そ の 他 (8,148) 10.1 7,639 9.5 ▲ 6.8

１７年 ２０   年 対前
回比産業中分類

合       計
図４ 従業者数の中分類別構成比 



２－３ 製造品出荷額等（全事業所） 

 

 製造品出荷額等は、２兆１，２２１億円で、前回に比べ６．９％増となり、前回に引き続き増加となった。 

 内訳をみると、製造品出荷額が１億８，２１８億円、加工賃収入額が１，９１６億円、修理料収入額が 

８７億円、その他収入額が９９９億円となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの３，３１１億円（構成比１５．６％）が最も多く、以下、化学

の２，８４１億円（構成比１３．４％）、繊維の２，８３８億円（構成比１３．４％）の順になった。 

 前回と比べる（寄与度順）と、非鉄金属（前回比４９．６％）、化学（前回比２２．９％）などで増加し、

繊維（前回比▲５．３％）、木材（前回比▲３４．３％）などで減少となった。 

 １事業所当たりの製造品出荷額等は、３億９，６２０万円で、前年より７，１７５万円増加した。 
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                              【産業中分類別統計表１－１、１－３】 

 図５ 製造品出荷額等と対前回比の推移（全事業所） 

  

 

表５ 中分類別 製造品出荷額等 

その他14業種
3,603億円

17.0%
金属

976億円 4.6%

その他
(眼鏡・漆器等)

1,001億円4.7%

輸送機械
1,048億円

4.9%

生産用機械
1,172億円

5.5% 電気機械
1,303億円

6.1% プラスチック
1,490億円

7.0%

非鉄金属
1,639億円

7.7%

繊維
2,838億円

13.4%

化学
2,841億円

13.4%

電子・デバイス
3,311億円

15.6%

製造品出荷額等
２兆１，２２１億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

1 ,879 ,565 100 .0 2 ,122 ,059 100 .0 6 .9

9 食 料 品 (60,126) 3.2 59,066 2.8 ▲ 7.4

10 飲 料 ・ 飼 料 (6,397) 0.3 5,881 0.3 ▲ 9.5

11 繊 維 (286,998) 15.3 283,776 13.4 ▲ 5.3

12 木 材 (34,990) 1.9 28,963 1.4 ▲ 34.3

13 家 具 (16,656) 0.9 14,928 0.7 ▲ 19.0

14 パ ル プ ・ 紙 (45,228) 2.4 56,140 2.6 12.4

15 印 刷 (30,271) 1.6 33,380 1.6 7.1

16 化 学 (221,658) 11.8 284,111 13.4 22.9

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク (119,934) 6.4 148,961 7.0 2.3

19 ゴ ム (3,557) 0.2 1,053 0.0 ▲ 73.5

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 (78,399) 4.2 81,625 3.8 2.6

22 鉄 鋼 (14,748) 0.8 28,644 1.3 74.1

23 非 鉄 金 属 (109,425) 5.8 163,897 7.7 49.6

24 金 属 (85,754) 4.6 97,564 4.6 8.9

25 は ん 用 機 械 (21,342) 1.1 18,862 0.9 ▲ 13.2

26 生 産 用 機 械 (85,387) 4.5 117,228 5.5 13.8

27 業 務 用 機 械 (13,617) 0.7 16,712 0.8 1.4

28 電 子 ・ デ バ イス (333,412) 17.7 331,085 15.6 ▲ 3.2

29 電 気 機 械 (117,802) 6.3 130,302 6.1 10.0

30 情 報 通 信 機 械 (15,932) 0.8 Ｘ Ｘ Ｘ

31 輸 送 機 械 (75,960) 4.0 104,815 4.9 37.9

32 そ の 他 (97,575) 5.2 100,054 4.7 ▲ 2.1

合       計

産業中分類

１７年 ２０   年 対前
回比

Ｘ

図６ 製造品出荷額等の 

中分類別構成比 



２－４ 粗付加価値額（全事業所） 

 

 

 粗付加価値額は、８，１５９億円で、前回に比べ３．２％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，４８９億円（構成比１８．３％）が最も多く、以下、化学

の１，１２８億円（構成比１３．８％）、繊維の１，０５９億円（構成比１３．０％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前回比２６．５％）、輸送機械（前回比４７．９％）など

で増加し、繊維（前回比▲２２．２％）、プラスチック（前回比▲２４．６％）などで減少となった。 

                                  【産業中分類別統計表１－１】 

 

 

 

 
表６ 中分類別 粗付加価値額 

 

 
図７ 粗付加価値額の中分類別構成比 

電子・デバイス
1,489億円

18.3%

化学
1,128億円

13.8%

繊維
1,059億円

13.0%

電気機械
574億円 7.0%

プラスチック
560億円 6.9%

その他
(眼鏡・漆器等)

475億円 5.8%

窯業・土石
471億円 5.8%

金属
404億円 5.0%

生産用機械
396億円 4.8%

輸送機械
381億円 4.7%

その他14業種
1,222億円

15.0%

粗付加価値額
８，１５９億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

819 ,245 100 .0 815 ,874 100 .0 ▲ 3 .2

9 食 料 品 (27,678) 3.4 26,333 3.2 ▲ 13.0

10 料 ・ 飼 料 (3,733) 0.5 3,139 0.4 ▲ 17.7

11 維 (130,724) 16.0 105,913 13.0 ▲ 22.2

12 材 (16,780) 2.0 7,018 0.9 ▲ 70.2

13 具 (7,567) 0.9 5,361 0.7 ▲ 30.6

14 ル プ ・ 紙 (22,479) 2.7 25,024 3.1 2.2

15 刷 (17,529) 2.1 18,148 2.2 0.9

16 学 (101,934) 12.4 112,817 13.8 8.9

17 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 ラ ス チ ッ ク (69,134) 8.4 55,991 6.9 ▲ 24.6

19 ム (1,051) 0.1 313 0.0 ▲ 77.3

20 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 業 ・ 土 石 (48,597) 5.9 47,070 5.8 0.2

22 鋼 (5,786) 0.7 7,381 0.9 ▲ 22.3

23 鉄 金 属 (20,097) 2.5 12,520 1.5 ▲ 33.1

24 属 (37,843) 4.6 40,440 5.0 1.0

25 ん 用 機 械 (8,641) 1.1 6,947 0.9 ▲ 23.3

26 産 用 機 械 (32,663) 4.0 39,563 4.8 10.4

27 務 用 機 械 (5,741) 0.7 5,664 0.7 ▲ 7.2

28 子 ・ デ バ イス (119,552) 14.6 148,917 18.3 26.5

29 (60,449) 7.4 57,434 7.0 ▲ 5.1

30 情 報 通 信 機 械 (6,005) 0.7 Ｘ Ｘ Ｘ

31 輸 送 機 械 (25,864) 3.2 38,068 4.7 47.9

32 そ の 他 (47,994) 5.9 47,503 5.8 ▲ 4.3

     計

業中分類

１７年 ２０   年 対前
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２－５ 付加価値額（全事業所） 

 

 

 付加価値額は、７，４８３億円で、前回に比べ３．２％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，３９８億円（構成比１８．７％）が最も多く、以下、化学

の１，０６５億円（構成比１４．２％）、繊維の９３８億円（構成比１２．５％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前回比３８．５％）、輸送機械（前回比５３．６％）など

で増加し、繊維（前回比▲２４．９％）、プラスチック（前回比▲２５．９％）などで減少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の付加価値率は、３５．０％となり、前回より３．５ポイント低下した。 

                             【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

 

 

 

 
表７ 中分類別 付加価値額 

 

図８ 付加価値額の中分類別構成比 
 

電子・デバイス
1,398億円

18.7%

化学
1,065億円

14.2%

繊維
938億円

12.5%電気機械
533億円 7.1%

プラスチック
519億円 6.9%

その他
(眼鏡・漆器等)

455億円 6.1%

窯業･土石
395億円 5.3%

金属
389億円 5.2%

生産用機械
361億円 4.8%

輸送機械
322億円 4.3%

その他14業種
1,107億円

15.0%

付加価値額
７，４８３億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

749 ,450 100 .0 748 ,288 100 .0 ▲ 3 .2

9 食 料 品 (26,212) 3.5 25,569 3.4 ▲ 11.0

10 飲 料 ・ 飼 料 (3,472) 0.5 3,133 0.4 ▲ 11.7

1 維 (119,429) 15.9 93,766 12.5 ▲ 24.9

12 木 材 (16,007) 2.1 6,615 0.9 ▲ 71.2

1 具 (7,368) 1.0 5,271 0.7 ▲ 30.0

14 パ ル プ ・ 紙 (19,662) 2.6 23,400 3.1 8.6

1 刷 (16,039) 2.1 17,268 2.3 4.8

16 学 (94,580) 12.6 106,541 14.2 10.8

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

1 ラ ス チ ッ ク (64,802) 8.6 51,907 6.9 ▲ 25.9

19 ゴ ム (964) 0.1 274 0.0 ▲ 79.3

2 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 (42,973) 5.7 39,516 5.3 ▲ 4.3

22 鉄 鋼 (5,649) 0.8 7,365 1.0 ▲ 20.7

23 非 鉄 金 属 (14,356) 1.9 5,946 0.8 ▲ 52.2

24 金 属 (37,357) 5.0 38,906 5.2 ▲ 1.8

25 は ん 用 機 械 (8,392) 1.1 6,463 0.9 ▲ 26.8

26 生 産 用 機 械 (31,797) 4.2 36,109 4.8 2.6

27 業 務 用 機 械 (5,419) 0.7 5,458 0.7 ▲ 5.5

28 電 子 ・ デ バ イス (102,557) 13.7 139,774 18.7 38.5

29 電 気 機 械 (56,697) 7.6 53,333 7.1 ▲ 6.0

30 情 報 通 信 機 械 (6,474) 0.9 Ｘ Ｘ Ｘ

31 輸 送 機 械 (21,113) 2.8 32,242 4.3 53.6

32 そ の 他 (46,779) 6.2 45,471 6.1 ▲ 6.2

産業中分類

合       計

１７年 ２０   年 対前
回比
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２－６ 現金給与総額（全事業所） 

 

 

 現金給与総額は、２，９８７億円で、前回に比べ０．４％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、繊維の５７６億円（構成比１９．３％）が最も多く、以下、電子・デバイスの 

５００億円（構成比１６．７％）、プラスチックの２１４億円（構成比７．２％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、生産用機械（前回比２３．８％）、輸送機械（前回比３３．１％）などで増

加し、繊維（前回比▲９．０％）、窯業・土石（前回比▲１６．５％）などで減少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の現金給与率は、１３．４％となり、前回より０．７ポイント低下した。 

  【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

 

 

 表８ 中分類別 現金給与総額 

 

 

繊維
576億円

19.3%

電子・デバイス
500億円
16.7%

プラスチック
214億円 7.2%

その他
(眼鏡・漆器等)

211億円 7.1%

化学
187億円 6.3%

生産用機械
185億円 6.2%

金属
176億円 5.9%

電気機械
134億円 4.5%

輸送機械
130億円 4.3%

食料品
122億円 4.1%

その他14業種
554億円

18.5%

現金給与総額
２，９８７億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

293 ,882 100 .0 298 ,736 100 .0 0 .4

9

10

食 料 品 (12,503) 4.3 12,168 4.1 ▲ 6.3

飲 料 ・ 飼 料 (1,306) 0.4 1,029 0.3 ▲ 22.9

繊 維 (61,629) 21.0 57,558 19.3 ▲ 9.0

木 材 (5,655) 1.9 4,868 1.6 ▲ 15.4

家 具 (3,209) 1.1 3,155 1.1 ▲ 4.8

パ ル プ ・ 紙 (7,189) 2.4 7,416 2.5 3.1

印 刷 (7,403) 2.5 8,082 2.7 5.6

16 化 学 (16,957) 5.8 18,696 6.3 10.1

石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

プ ラ ス チ ッ ク (18,086) 6.2 21,447 7.2 17.8

ゴ ム (763) 0.3 608 0.2 ▲ 25.8

皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

窯 業 ・ 土 石 (14,046) 4.8 11,723 3.9 ▲ 16.5

鉄 鋼 (1,778) 0.6 1,817 0.6 2.2

23 非 鉄 金 属 (7,826) 2.7 8,139 2.7 3.9

24 金 属 (17,745) 6.0 17,552 5.9 ▲ 1.7

は ん 用 機 械 (3,598) 1.2 3,314 1.1 ▲ 7.9

生 産 用 機 械 (14,226) 4.8 18,542 6.2 23.8

27 業 務 用 機 械 (2,722) 0.9 3,883 1.3 41.9

28 電 子 ・ デ バ イス (49,740) 16.9 50,004 16.7 0.5

29 電 気 機 械 (13,333) 4.5 13,360 4.5 0.1

30 情 報 通 信 機 械 (1,775) 0.6 Ｘ Ｘ Ｘ

31 輸 送 機 械 (9,743) 3.3 12,970 4.3 33.1

32 そ の 他 (22,098) 7.5 21,072 7.1 ▲ 5.1

１７年 ２０   年 対前
回比産業中分類

合       計

11

12

13

14

15

17

18

19

20

21

22

25

26

 
図９ 現金給与総額の 

中分類別構成比 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２－７ 原材料使用額等（全事業所） 

 

 

 原材料使用額等は、１兆２，７４９億円で、前回に比べ１５．５％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，７６６億円（構成比１３．８％）が最も多く、以下、繊維

の１，７３４億円（構成比１３．６％）、化学の１，６７７億円（構成比１３．２％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、金属（前回比６８．９％）、化学（前回比３６．７％）などで増加し、電子・

デバイス（前回比▲２１．１％）、ゴム（前回比▲７１．８％）などで減少となった。 

また、従業者３０人以上の事業所の原材料率は、６６．１％となり、前回より９．０ポイント上昇した。 

   【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

表９ 中分類別 原材料使用額等 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％

1 ,026 ,271 100 .0 1 ,274 ,939 100 .0 15 .5

9 食 料 品 (31,111) 3.0 31,443 2.5 ▲ 2.5

10 飲 料 ・ 飼 料 (1,882) 0.2 2,150 0.2 13.3

11 繊 維 (150,331) 14.6 173,403 13.6 10.3

12 木 材 (17,386) 1.7 21,611 1.7 1.6

13 家 具 (8,713) 0.8 9,299 0.7 ▲ 8.4

14 パ ル プ ・ 紙 (21,709) 2.1 29,982 2.4 23.2

15 印 刷 (12,056) 1.2 14,376 1.1 15.2

16 化 学 (115,505) 11.3 167,743 13.2 36.7

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク (47,628) 4.6 90,891 7.1 43.7

19 ゴ ム (2,454) 0.2 725 0.1 ▲ 71.8

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 (27,712) 2.7 32,921 2.6 8.5

22 鉄 鋼 (8,682) 0.8 20,975 1.6 140.7

23 非 鉄 金 属 (88,709) 8.6 150,977 11.8 68.9

24 金 属 (46,092) 4.5 55,276 4.3 15.7

25 は ん 用 機 械 (12,346) 1.2 11,811 0.9 ▲ 4.4

26 生 産 用 機 械 (51,895) 5.1 76,995 6.0 16.5

27 業 務 用 機 械 (7,614) 0.7 10,818 0.8 8.4

28 電 子 ・ デ バ イス (210,369) 20.5 176,553 13.8 ▲ 21.1

29 電 気 機 械 (54,823) 5.3 70,553 5.5 27.5

30 情 報 通 信 機 械 (9,651) 0.9 Ｘ Ｘ Ｘ

31 輸 送 機 械 (49,192) 4.8 65,130 5.1 31.9

32 そ の 他 (47,486) 4.6 50,810 4.0 0.7

合       計

１７年 ２０   年

産業中分類
対前
回比

電子・デバイス
1,766億円

13.8%

繊維
1,734億円

13.6%

化学
1,677億円

13.2%

非鉄金属
1,510億円

11.8%

プラスチック
909億円 7.1%

生産用機械
770億円 6.0%

電気機械
706億円 5.5%

輸送機械
651億円 5.1%

金属
553億円 4.3%

その他
(眼鏡・漆器等)

508億円 4.0%

その他14業種
1,966億円

15.4%

原材料使用額等
１兆２，７４９億円

％

Ｘ

図１０ 原材料使用額等の 

中分類別構成比 



２－８ 従業者規模別（全事業所） 

 

 事業所数が最も多いのは、１～３人規模の２，４６５事業所（構成比４６．０％）で、次に４～９人規模

の１，４７７事業所（構成比２７．６％）となり、１０人以下の事業所で全体の７３．６％を占めている。 

 前回と比べる(寄与度順)と、１００～２９９人規模(前回比５．７％)、３００人以上規模(前回比１３．０％）

などで増加し、４～９人規模（前回比▲１７．８％）、１～３人規模（前回比▲１０．１％）などで減少とな

った。 

 

 従業者数が最も多いのは、１００～２９９人規模の１８，１４５人（構成比２２．５％）で、次に３０人

～９９人規模の１６，２１７人（構成比２０．１％）となった。 

 前回と比べると、３００人以上規模（前回比１２．４％）、１００～２９９人規模（前回比５．４％）で増

加し、４～９人規模（前回比▲１７．７％）、３０～９９人規模（前回比▲７．４％）などで減少となった。 

 

 製造品出荷額等が最も多いのは、３００人以上規模の６，７５２億円（構成比３１．８％）で、次に、 

１００～２９９人規模の６，２８２億円（構成比２９．６％）となった。 

前回と比べると、３００人以上規模（前回比１０．８％）、３０～９９人規模（前回比１２．９％）などで

増加し、４～９人規模（前回比▲１４．８％）、１～３人規模（前回比▲６．６％）などで減少となった。 

                              【従業者規模別統計表１－１】 

図１１ 従業者規模別 事業所数構成比の推移（全事業所） 
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図１２ 従業者規模別 製造品出荷額等構成比の推移（全事業所） 
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２－９ 市町別（全事業所） 

 

事業所数が最も多いのは、福井市の１，２６６事業所(構成比２３．６％）で、以下、鯖江市の１，１１３

事業所（構成比２０．８％）、越前市の７８６事業所（構成比１４．７％）の順となった。 

前回と比べると、美浜町、池田町、大野市を除く１４市町で減少となった。 

 

従業者数が最も多いのは、福井市の１９，０６２人(構成比２３．７％）で、以下、越前市の１５，６６８

人（構成比１９．５％）、鯖江市の１１，３１９人（構成比１４．１％）の順となった。 

前回と比べる（寄与度順）と、越前市（前回比３．０％）、若狭町（前回比１２．４％）など３市１町で増

加し、福井市（前回比▲５．７％）、勝山市（前回比▲８．３％）など６市７町で減少となった。 

 

 製造品出荷額が最も多いのは、越前市の４，７８６億円（構成比２２．６％）で、以下、福井市の 

４，２７４億円（構成比２０．１％）、坂井市の３，８７５億円（構成比１８．３％）の順となった。 

前回と比べる（寄与度順）と、越前市（前回比１３．４％）、坂井市（前回比８．８％）など７市５町で増

加し、敦賀市（前回比▲１７．４％）、小浜市（前回比▲３０．０％）など２市３町で減少となった。 

【市町別統計表１－１、１－２】 
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図１３ 市町別 事業所数の構成比 

（全事業所） 

図１４ 市町別 従業者数の構成比 
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図１５ 市町別 製造品出荷額等の構成比 

（全事業所）  
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２－１０ 特産工業品（全事業所） 

 

                   

産出事業所数は１，７７３事業所で、出荷額等は１，４３４億円となった。 

品目別にみると、産出事業所数は「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹織物」、「漆器」

の順となった。出荷額等は「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹織物」、「細幅織物」の順

となった。 

【特産工業品目統計表１】 

 

 

表１０ 特産工業品 産出事業所数、製造品出荷額等の推移  

 

平成元年 １０年 ２０年 平成元年 １０年 ２０年

絹 ・ 人 絹 織 物 1,493 842 402 1,176 734 443

細 幅 織 物 684 466 248 243 211 146

洋紙・和紙・ふすま紙 111 98 69 106 73 33

打 刃 物 76 60 54 9 8 8

眼 鏡 ・ 眼 鏡 枠 841 1,096 699 982 1,149 733

漆 器 412 352 301 155 99 71

合 計 3,641 2,914 1,773 2,671 2,274 1,434

産出事業所数 製造品出荷額等（単位：億円）
品　目　名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本県の特産工業品として、「絹・人絹織物」、「細幅織物」、「洋紙・和紙・ふすま紙」、「打刃物」、

「漆器」、「眼鏡・眼鏡枠」の６品目を集計した。 

なお、事業所において異なった種類の品目を製造あるいは賃加工している場合は、それぞれ該当

事業所数に計上し、「産出事業所数」として示したため、産業中・細分類別統計表の数値とは一致

しない。 

 



３－１ 事業所数（従業者４人以上の事業所） 

 

 事業所数は２，８９１事業所で、前年に比べ １．１％増となり、３年ぶりの増加となった。 

 内訳をみると、会社（株式、合資など）が２，３５７事業所、組合・その他の法人が４２事業所、個人が

４９２事業所となった。 

産業別の内訳をみると、繊維の７７０事業所（構成比２６．６％）が最も多く、以下、その他(眼鏡・漆器

等)の３７９事業所（構成比１３．１％）、食料品の２８１事業所（構成比９．７％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度※順）と、その他(眼鏡・漆器等)（前年比８．６％）、生産用機械（前年比９．２％）

など９業種で増加し、木材（前年比▲８．２％）、印刷（前年比▲４．０％）など１１業種で減少となった。 
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【産業中分類別統計表２－１、２－２】 

 図１６ 事業所数と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 

表１１ 中分類別 事業所数 

その他14業種
458事業所 15.8%

パルプ・紙
105事業所 3.6%

木材
112事業所 3.9%

印刷
 119事業所 4.1%

窯業・土石
134事業所 4.6%

プラスチック
143事業所 4.9%

生産用機械
166事業所 5.7%

金属
224事業所 7.7%

食料品
281事業所 9.7%

その他
(眼鏡・漆器等)

379事業所
13.1%

繊維
770事業所

26.6%

事業所数
２，８９１事業所

構成比 構成比

％ ％

2 ,859 100 .0 2 ,891 100 .0 1 .1

9 食 料 品 (284) 9.9 281 9.7 ▲ 1.1

10 飲 料 ・ 飼 料 (32) 1.1 33 1.1 3.1

11 繊 維 (773) 27.0 770 26.6 ▲ 0.4

12 木 材 (122) 4.3 112 3.9 ▲ 8.2

13 家 具 (67) 2.3 71 2.5 6.0

14 パ ル プ ・ 紙 (105) 3.7 105 3.6 0.0

15 印 刷 (124) 4.3 119 4.1 ▲ 4.0

16 化 学 (58) 2.0 59 2.0 1.7

17 石 油 ・ 石 炭 (9) 0.3 8 0.3 ▲ 11.1

18 プ ラ ス チ ッ ク (130) 4.5 143 4.9 10.0

19 ゴ ム (8) 0.3 7 0.2 ▲ 12.5

20 皮 革 (5) 0.2 4 0.1 ▲ 20.0

21 窯 業 ・ 土 石 (134) 4.7 134 4.6 0.0

22 鉄 鋼 (25) 0.9 25 0.9 0.0

23 非 鉄 金 属 (20) 0.7 17 0.6 ▲ 15.0

24 金 属 (222) 7.8 224 7.7 0.9

25 は ん 用 機 械 (52) 1.8 48 1.7 ▲ 7.7

26 生 産 用 機 械 (152) 5.3 166 5.7 9.2

27 業 務 用 機 械 (22) 0.8 21 0.7 ▲ 4.5

28 電 子 ・ デ バ イ ス (62) 2.2 59 2.0 ▲ 4.8

29 電 気 機 械 (72) 2.5 73 2.5 1.4

30 情 報 通 信 機 械 (7) 0.2 7 0.2 0.0

31 輸 送 機 械 (25) 0.9 26 0.9 4.0

32 そ の 他 (349) 12.2 379 13.1 8.6

実 数
産業中分類

合       計

１９年 ２０   年 対前
年比

％

図１７ 事業所数の中分類別構成比 



３－２ 従業者数（従業者４人以上の事業所） 

 

 従業者数は７５，４６８人で、前年に比べ３．４％減となり、２年連続減少となった。 

 内訳をみると、個人事業主および無給家族従業者が８０３人、常用労働者が７４，６６５人となった。 

                                        

産業別に内訳をみると、繊維の１７，７６４人（構成比２３．５％）が最も多く、以下、電子・デバイス

の１０，４２６人（構成比１３．８％）、その他(眼鏡・漆器等)の６，５００人（構成比８．６％）の順にな

った。 

 前年と比べる（寄与度順）と、プラスチック（前年比１２．８％）、生産用機械（前年比１８．９％）など

６業種で増加し、繊維（前年比▲４．７％）、電子・デバイス（前年比▲６．６％）など１７業種で減少とな

った。                         【産業中分類別統計表２－１、２－２】 
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 図１８ 従業者数と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 

 

 

表１２ 中分類別 従業者数 

構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ ％

78 ,164 100 .0 75 ,468 100 .0 ▲ 3 .4

9 食 料 品 (5,390) 6.9 5,139 6.8 ▲ 4.7

10 飲 料 ・ 飼 料 (379) 0.5 324 0.4 ▲ 14.5

11 繊 維 (18,641) 23.8 17,764 23.5 ▲ 4.7

12 木 材 (1,352) 1.7 1,205 1.6 ▲ 10.9

13 家 具 (1,000) 1.3 839 1.1 ▲ 16.1

14 パ ル プ ・ 紙 (1,740) 2.2 1,827 2.4 5.0

15 印 刷 (2,376) 3.0 2,236 3.0 ▲ 5.9

16 化 学 (3,415) 4.4 3,549 4.7 3.9

17 石 油 ・ 石 炭 (71) 0.1 71 0.1 0.0

18 プ ラ ス チ ッ ク (4,615) 5.9 5,204 6.9 12.8

19 ゴ ム (171) 0.2 169 0.2 ▲ 1.2

20 皮 革 (85) 0.1 73 0.1 ▲ 14.1

21 窯 業 ・ 土 石 (2,568) 3.3 2,408 3.2 ▲ 6.2

22 鉄 鋼 (392) 0.5 410 0.5 4.6

23 非 鉄 金 属 (1,281) 1.6 1,245 1.6 ▲ 2.8

24 金 属 (5,012) 6.4 4,566 6.1 ▲ 8.9

25 は ん 用 機 械 (995) 1.3 788 1.0 ▲ 20.8

26 生 産 用 機 械 (3,063) 3.9 3,643 4.8

繊維
17,764人

23.5%

電子・デバイス
10,426人

13.8%

その他
(眼鏡・漆器等)

6,500人 8.6%プラスチック
5,204人 6.9%

食料品
5,139人 6.8%

金属
4,566人 6.1%

生産用機械
3,643人 4.8%

化学
3,549人 4.7%

電気機械
3,332人 4.4%

輸送機械
2,537人 3.4%

その他14業種
12,808人

17.0%

従業者数
７５，４６８人

18.9

27 業 務 用 機 械 (987) 1.3 985 1.3 ▲ 0

28 電 子・ デバ イス (11,163) 14.3 10,426 13.8 ▲ 6.6

29 電 気 機 械 (3,890) 5.0 3,332 4.4 ▲ 14.3

30 情 報 通 信 機 械 (280) 0.4 228 0.3 ▲ 18.6

31 輸 送 機 械 (2,903) 3.7 2,537 3.4 ▲ 12.6

32 そ の 他 (6,395) 8.2 6,500 8.6 1.6

産業中分類

対前
年比

合       計

１９年 ２０   年

.2

図１９ 従業者数の中分類別構成比 



３－３ 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

 

 製造品出荷額等は、２兆９５１億円で、前年に比べ３．１％減となり、６年ぶりの減少となった。 

 内訳をみると、製造品出荷額が１億８，０５０億円、加工賃収入額が１，８２２億円、修理料収入額が 

８６億円、その他収入額が９９４億円となった。              

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの３，３１０億円（構成比１５．８％）が最も多く、以下、化学

の２，８３５億円（構成比１３．５％）、繊維の２，７７５億円（構成比１３．２％）の順になった。 

 前年と比べる（寄与度順）と、生産用機械（前年比２０．６％）、輸送機械（前年比１３．３％）など９業

種で増加し、電子・デバイス（前年比▲１４．０％）、電気機械（前年比▲１８．０％）など１５業種で減少

となった。 

 １事業所当たりの製造品出荷額等は、７億２，４７０万円で、前年より３，１２４万円減少した。 

【産業中分類別統計表２－１、２－３】 
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図２０ 製造品出荷額等と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 
  

 

表１３ 中分類別 製造品出荷額等 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

2 ,161 ,224 100 .0 2 ,095 ,120 100 .0 ▲ 3 .1

9 食 料 品 (59,794) 2.8 57,335 2.7 ▲ 4.1

10 飲 料 ・ 飼 料 (6,238) 0.3 5,602 0.3 ▲ 10.2

11 繊 維 (293,731) 13.6 277,486 13.2 ▲ 5.5

12 木 材 (29,875) 1.4 27,258 1.3 ▲ 8.8

13 家 具 (16,074) 0.7 13,709 0.7 ▲ 14.7

14 パ ル プ ・ 紙 (46,271) 2.1 55,653 2.7 20.3

15 印 刷 (37,400) 1.7 31,584 1.5 ▲ 15.5

16 化 学 (271,174) 12.5 283,454 13.5 4.5

17 石 油 ・ 石 炭 (3,679) 0.2 3,603 0.2 ▲ 2.1

18 プ ラ ス チ ッ ク (141,132) 6.5 147,961 7.1 4.8

19 ゴ ム (1,030) 0.0 1,020 0.0 ▲ 1.0

20 皮 革 (524) 0.0 566 0.0 8.0

21 窯 業 ・ 土 石 (81,678) 3.8 80,778 3.9 ▲ 1.1

22 鉄 鋼 (25,590) 1.2 28,517 1.4 11.4

23 非 鉄 金 属 (157,286) 7.3 163,815 7.8 4.2

24 金 属 (106,328) 4.9 94,984 4.5 ▲ 10.7

25 は ん 用 機 械 (28,304) 1.3 18,594 0.9 ▲ 34.3

26 生 産 用 機 械 (95,991) 4.4 115,810 5.5 20.6

27 業 務 用 機 械 (19,946) 0.9 16,662 0.8 ▲ 16.5

28 電 子 ・ デ バ イス (384,972) 17.8 331,039 15.8 ▲ 14.0

29 電 気 機 械 (158,297) 7.3 129,789 6.2 ▲ 18.0

30 情 報 通 信 機 械 (10,952) 0.5 10,166 0.5 ▲ 7.2

31 輸 送 機 械 (92,411) 4.3 104,708 5.0 13.3

32 そ の 他 (92,547) 4.3 95,026 4.5 2.7

合       計

産業中分類

１９年 ２０   年 対前
年比

図２１ 製造品出荷額等の 

中分類別構成比 

その他14業種
3,510億円

16.8%
金属

950億円 4.5%

その他
(眼鏡・漆器等)
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輸送機械
1,047億円

5.0%
生産用機械
1,158億円

5.5% 電気機械
1,298億円

6.2% プラスチック
1,480億円

7.1%

非鉄金属
1,638億円

7.8%

繊維
2,775億円

13.2%

化学
2,835億円

13.5%

電子・デバイス
3,310億円

15.8%

製造品出荷額等
２兆９５１億円



３－４ 粗付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 粗付加価値額は、８，０１０億円で、前年に比べ２．８％減となり、２年連続減少となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，４８９億円（構成比１８．６％）が最も多く、以下、化学

の１，１２５億円（構成比１４．０％）、繊維の１，０２４億円（構成比１２．８％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、輸送機械（前年比２９．３％）、パルプ・紙（前年比１７．６％）など９業

種で増加し、電気機械（前年比▲１７．９％）、繊維（前年比▲９．９％）など１５業種で減少となった。 

【産業中分類別統計表２－１】 

 

 

 

 
表１４ 中分類別 粗付加価値額 

 

 

電子・デバイス
1,489億円

18.6%

化学
1,125億円

14.0%

繊維
1,024億円

12.8%

電気機械
571億円 7.1%

プラスチック
555億円 6.9%

窯業・土石
467億円 5.8%

その他
(眼鏡・漆器等)

445億円 5.6%

金属
390億円 4.9%

生産用機械
386億円 4.8%

輸送機械
380億円 4.7%

その他14業種
1,178億円

14.7%

粗付加価値額
８，０１０億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

824 ,182 100 .0 801 ,030 100 .0 ▲ 2 .8

9 食 料 品 (26,417) 3.2 25,444 3.2 ▲ 3.7

10 飲 料 ・ 飼 料 (3,404) 0.4 2,955 0.4 ▲ 13.2

繊 維 (113,718) 13.8 102,405 12.8 ▲ 9.9

2 木 材 (7,332) 0.9 6,192 0.8 ▲ 15.5

3 家 具 (6,793) 0.8 4,681 0.6 ▲ 31.1

パ ル プ ・ 紙 (21,029) 2.6 24,740 3.1 17.6

印 刷 (20,055) 2.4 17,102 2.1 ▲ 14.7

化 学 (113,439) 13.8 112,520 14.0 ▲ 0.8

石 油 ・ 石 炭 (1,096) 0.1 1,093 0.1 ▲ 0.3

プ ラ ス チ ッ ク (54,694) 6.6 55,484 6.9 1.4

9 ゴ ム (580) 0.1 291 0.0 ▲ 49.8

0 皮 革 (186) 0.0 166 0.0 ▲ 10.8

窯 業 ・ 土 石 (45,770) 5.6 46,681 5.8 2.0

2 鉄 鋼 (5,530) 0.7 7,308 0.9 32.2

非 鉄 金 属 (12,260) 1.5 12,476 1.6 1.8

金 属 (42,501) 5.2 38,995 4.9 ▲ 8.2

は ん 用 機 械 (11,697) 1.4 6,784 0.8 ▲ 42.0

生 産 用 機 械 (38,131) 4.6 38,581 4.8 1.2

7 業 務 用 機 械 (8,077) 1.0 5,629 0.7 ▲ 30.3

電 子・ デ バ イス (146,485) 17.8 148,897 18.6 1.6

電 気 機 械 (69,598) 8.4 57,132 7.1 ▲ 17.9

0 情 報 通 信 機 械 (3,833) 0.5 2,962 0.4 ▲ 22.7

輸 送 機 械 (29,376) 3.6 37,991 4.7 29.3

32 そ の 他 (42,180) 5.1 44,523 5.6 5.6

合       計

１９年

産業中分類

対前
年比

２０   年
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 図２２ 粗付加価値額の中分類別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－５ 付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 付加価値額は、７，３３４億円で、前年に比べ２．６％減となり、２年連続減少となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，３９８億円（構成比１９．１％）が最も多く、以下、化学

の１，０６２億円（構成比１４．５％）、繊維の９０３億円（構成比１２．３％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比１２．０％）、輸送機械（前年比３４．３％）など

６業種で増加し、電気機械（前年比▲１９．９％）、繊維（前年比▲１１．０％）など１８業種で減少となっ

た。 

 また、従業者３０人以上の事業所の付加価値率は、３５．０％となり、前年より０．３ポイント上昇した。 

                              【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 

 表１５ 中分類別 付加価値額 

 

 

電子・デバイス
1,398億円

19.1%

化学
1,062億円

14.5%

繊維
903億円

12.3%電気機械
530億円 7.2%

プラスチック
514億円 7.0%

その他
(眼鏡・漆器等)

425億円 5.8%

窯業･土石
391億円 5.3%

金属
375億円 5.1%

生産用機械
351億円 4.8%

輸送機械
322億円 4.4%

その他14業種
1,064億円

14.5%

付加価値額
７，３３４億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

753 ,063 100 .0 733 ,444 100 .0 ▲ 2 .6

9 食 料 品 (25,770) 3.4 24,679 3.4 ▲ 4.2

10 料 ・ 飼 料 (3,365) 0.4 2,949 0.4 ▲ 12.4

11 維 (101,447) 13.5 90,258 12.3 ▲ 11.0

12 材 (6,937) 0.9 5,789 0.8 ▲ 16.6

13 家 具 (6,585) 0.9 4,591 0.6 ▲ 30.3

14 パ ル プ ・ 紙 (19,577) 2.6 23,116 3.2 18.1

15 刷 (19,055) 2.5 16,222 2.2 ▲ 14.9

16 学 (106,696) 14.2 106,243 14.5 ▲ 0.4

17 油 ・ 石 炭 (1,096) 0.1 1,093 0.1 ▲ 0.3

18 プ ラ ス チ ッ ク (50,370) 6.7 51,401 7.0 2.0

19 ゴ ム (544) 0.1 252 0.0 ▲ 53.6

20 皮 革 (184) 0.0 166 0.0 ▲ 10.2

21 窯 業 ・ 土 石 (41,143) 5.5 39,126 5.3 ▲ 4.9

22 鉄 鋼 (5,857) 0.8 7,292 1.0 24.5

23 非 鉄 金 属 (7,578) 1.0 5,902 0.8 ▲ 22.1

24 金 属 (41,161) 5.5 37,460 5.1 ▲ 9.0

25 は ん 用 機 械 (12,048) 1.6 6,300 0.9 ▲ 47.7

26 生 産 用 機 械 (36,962) 4.9 35,127 4.8 ▲ 5.0

27 業 務 用 機 械 (7,923) 1.1 5,423 0.7 ▲ 31.6

28 電 子 ・ デ バ イス (124,732) 16.6 139,754 19.1 12.0

29 電 気 機 械 (66,177) 8.8 53,031 7.2 ▲ 19.9

30 情 報 通 信 機 械 (3,900) 0.5 2,617 0.4 ▲ 32.9

31 輸 送 機 械 (23,953) 3.2 32,164 4.4 34.3

32 そ の 他 (40,002) 5.3 42,490 5.8 6.2

       計

対前
年比

１９年 ２０   年
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図２３ 付加価値額の中分類別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－６ 現金給与総額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 現金給与総額は、２，９３３億円で、前年に比べ５．０％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、繊維の５６３億円（構成比１９．２％）が最も多く、以下、電子・デバイスの 

５００億円（構成比１７．０％）、プラスチックの２１３億円（構成比７．２％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、生産用機械（前年比１８．０％）、プラスチック（前年比９．６％）など６

業種で増加し、電子・デバイス（前年比▲１１．４％）、繊維（前年比▲５．３％）など１８業種で減少とな

った。 

 また、従業者３０人以上の事業所の現金給与率は、１３．４％となり、前年より０．３ポイント低下した。  

【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 
表１６ 中分類別 現金給与総額 

 
図２４ 現金給与総額の 

中分類別構成比 
 

 

繊維
563億円

19.2%

電子・デバイス
500億円
17.0%

プラスチック
213億円 7.2%

その他
(眼鏡・漆器等)

201億円 6.9%

化学
186億円 6.4%

生産用機械
181億円 6.2%

金属
170億円 5.8%

電気機械
132億円 4.5%

輸送機械
129億円 4.4%

食料品
119億円 4.0%

その他14業種
538億円

18.4%

現金給与総額
２，９３３億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

308 ,801 100 .0 293 ,285 100 .0 ▲ 5 .0

9 食 料 品 (12,756) 4.1 11,858 4.0 ▲ 7.0

10 飲 料 ・ 飼 料 (1,273) 0.4 949 0.3 ▲ 25.4

11 繊 維 (59,495) 19.3 56,339 19.2 ▲ 5.3

12 木 材 (5,147) 1.7 4,535 1.5 ▲ 11.9

13 家 具 (2,991) 1.0 2,944 1.0 ▲ 1.6

14 パ ル プ ・ 紙 (6,774) 2.2 7,275 2.5 7.4

15 印 刷 (8,386) 2.7 7,693 2.6 ▲ 8.3

16 化 学 (18,422) 6.0 18,640 6.4 1.2

17 石 油 ・ 石 炭 (337) 0.1 347 0.1 3.0

18 プ ラ ス チ ッ ク (19,390) 6.3 21,251 7.2 9.6

19 ゴ ム (604) 0.2 597 0.2 ▲ 1.2

20 皮 革 (130) 0.0 119 0.0 ▲ 8.6

21 窯 業 ・ 土 石 (11,985) 3.9 11,525 3.9 ▲ 3.8

22 鉄 鋼 (1,757) 0.6 1,772 0.6 0.8

23 非 鉄 金 属 (8,876) 2.9 8,126 2.8 ▲ 8.5

24 金 属 (19,303) 6.3 17,020 5.8 ▲ 11.8

25 は ん 用 機 械 (4,315) 1.4 3,232 1.1 ▲ 25.1

26 生 産 用 機 械 (15,359) 5.0 18,120 6.2 18.0

27 業 務 用 機 械 (4,673) 1.5 3,864 1.3 ▲ 17.3

28 電 子 ・ デ バ イス (56,398) 18.3 49,979 17.0 ▲ 11.4

29 電 気 機 械 (15,206) 4.9 13,209 4.5 ▲ 13.1

30 情 報 通 信 機 械 (970) 0.3 848 0.3 ▲ 12.5

31 輸 送 機 械 (14,028) 4.5 12,939 4.4 ▲ 7.8

32 そ の 他 (20,227) 6.6 20,106 6.9 ▲ 0.6

産業中分類

合       計

対前
年比

１９年 ２０   年
 



３－７ 原材料使用額等（従業者４人以上の事業所） 

 

 原材料使用額等は、１兆２，６３６億円で、前年に比べ３．２％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，７６５億円（構成比１４．０％）が最も多く、以下、繊維

の１，７０８億円（構成比１３．５％）、化学の１，６７４億円（構成比１３．２％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、生産用機械（前年比３３．６％）、化学（前年比９．１％）など１２業種で

増加し、電子・デバイス（前年比▲２４．４％）、電気機械（前年比▲１８．３％）など１２業種で減少とな

った。 

また、従業者３０人以上の事業所の原材料率は、６６．１％となり、前年と変わらなかった。 

【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 表１７ 中分類別 原材料使用額等 

 

 

電子・デバイス
1,765億円

14.0%

繊維
1,708億円

13.5%

化学
1,674億円

13.2%

非鉄金属
1,509億円

11.9%

プラスチック
904億円 7.2%

生産用機械
766億円 6.1%

電気機械
704億円 5.6%

輸送機械
651億円 5.2%

金属
542億円 4.3%

その他
(眼鏡・漆器等)

489億円 3.9%

その他14業種
1,923億円

15.2%

原材料使用額等
１兆２，６３６億円

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

1 ,305 ,071 100 .0 1 ,263 ,608 100 .0 ▲ 3 .2

9

0

食 料 品 (32,087) 2.5 30,646 2.4 ▲ 4.5

1 飲 料 ・ 飼 料 (2,074) 0.2 2,089 0.2 0.8

1 繊 維 (175,197) 13.4 170,796 13.5 ▲ 2.5

1 木 材 (22,195) 1.7 20,774 1.6 ▲ 6.4

1 家 具 (8,952) 0.7 8,794 0.7 ▲ 1.8

1 パ ル プ ・ 紙 (24,273) 1.9 29,793 2.4 22.7

1 印 刷 (16,366) 1.3 13,679 1.1 ▲ 16.4

16 化 学 (153,400) 11.8 167,399 13.2 9.1

17 石 油 ・ 石 炭 (2,528) 0.2 2,455 0.2 ▲ 2.9

1 プ ラ ス チ ッ ク (84,084) 6.4 90,422 7.2 7.5

1 ゴ ム (422) 0.0 714 0.1 69.4

2 皮 革 (330) 0.0 393 0.0 19.2

2 窯 業 ・ 土 石 (34,158) 2.6 32,484 2.6 ▲ 4.9

2 鉄 鋼 (19,881) 1.5 20,924 1.7 5.2

2 非 鉄 金 属 (144,998) 11.1 150,941 11.9 4.1

24 金 属 (61,911) 4.7 54,213 4.3 ▲ 12.4

2 は ん 用 機 械 (16,184) 1.2 11,715 0.9 ▲ 27.6

2 生 産 用 機 械 (57,327) 4.4 76,609 6.1 33.6

2 業 務 用 機 械 (11,547) 0.9 10,805 0.9 ▲ 6.4

2 電 子 ・ デバ イス (233,408) 17.9 176,529 14.0 ▲ 24.4

2 電 気 機 械 (86,153) 6.6 70,356 5.6 ▲ 18.3

30 情 報 通 信 機 械 (6,926) 0.5 7,065 0.6 2.0

3 送 機 械 (61,844) 4.7 65,104 5.2 5.3

32 そ の 他 (48,827) 3.7 48,909 3.9 0.2
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 図２５ 原材料使用額等の 

中分類別構成比  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３－８ 従業者規模別（従業者４人以上の事業所） 

 

 事業所数が最も多いのは、４～９人規模の１，４７７事業所（構成比５１．１％）で、次に１０～１９人

規模の６７０事業所（構成比２３．２％）となった。 

 前年と比べる（寄与度順）と、４～９人規模（前年比６．４％）で増加し、２０～２９人規模（前年比▲

９．３％）、１０～１９人規模（前年比▲１．８％）などで減少となった。 

 

 従業者数が最も多いのは、１００～２９９人規模の１８，１４５人（構成比２４．０％）で、次に３０～

９９人規模の１６，２１７人（構成比２１．５％）となった。 

 前年と比べると、４～９人規模（前年比３．０％）で増加し、１００～２９９人規模（前年比▲５．８％）、

３００人以上規模（前年比▲４．８％）などで減少となった。 

 

 製造品出荷額等が最も多いのは、３００人以上規模の６，７５２億円（構成比３２．２％）で、次に、 

１００～２９９人規模の６，２８２億円（構成比３０．０％）となった。 

前年と比べると、３０～９９人規模（前年比５．８％）、４～９人規模（前年比０．８％）で増加し、 

３００人以上規模（前年比▲６．６％）、１００～２９９人規模（前年比▲４．７％）などで減少となった。 

                               【従業者規模別統計表２】 

 

３－９ 市町別（従業者４人以上の事業所） 

 

事業所数が最も多いのは、福井市の７６２事業所（構成比２６．４％）で、以下、鯖江市の４７８事業所

（構成比１６．５％）、越前市の４１８事業所（構成比１４．５％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、鯖江市（前年比５．８％）、越前市（前年比３．０％）など５市４町で増加

し、坂井市（前年比▲２．０％）、福井市（前年比▲０．８％）など３市４町で減少となった。 

 

従業者数が最も多いのは、福井市の１７，９７７人(構成比２３．８％）で、以下、越前市の１４，９３１

人（構成比１９．８％）、坂井市の１０，５３７人（構成比１４．０％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、鯖江市（前年比０．４％）、美浜町（前年比４．９％）など１市４町で増加

し、越前市（前年比▲４．３％）、福井市（前年比▲３．０％）など８市４町で減少となった。 

 

 製造品出荷額が最も多いのは、越前市の４，７４５億円（構成比２２．６％）で、以下、福井市の 

４，２０６億円（構成比２０．１％）、坂井市の３，８４６億円（構成比１８．４％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、若狭町（前年比５．５％）、高浜町（前年比３５．２％）など３市６町で増

加し、越前市（前年比▲７．５％）、福井市（前年比▲３．５％）など６市２町で減少となった。 

【市町別統計表２－１、２－２】 

図２６ 市町別 事業所数の構成比 

（従業者４人以上の事業所） 

図２７ 市町別 製造品出荷額等の構成比 

（従業者４人以上の事業所） 

越前市
4,745億円

22.6%

福井市
4,206億円

20.1%

坂井市
3,846億円

18.4%

鯖江市
1,784億円

8.5%

あわら市
1,402億円 6.7%

敦賀市
1,229億円 5.9%

勝山市
1,199億円 5.7%

大野市
537億円 2.6%

小浜市
494億円 2.4%

８町
1,509億円

7.2%

製造品出荷額等

２兆９５１億円

福井市

762事業所

26.4%

鯖江市

478事業所

16.5%

越前市

418事業所

14.5%

坂井市

398事業所

13.8%

大野市

117事業所4.0%

あわら市

108事業所3.7%

敦賀市

105事業所3.6%

勝山市

104事業所3.6%

小浜市

103事業所3.6%

８町

298事業所

10.3%

　事業所数

  ２，８９１事業所



３－１０ 特産工業品（従業者４人以上の事業所） 

 

産出事業所数は７７３事業所で、出荷額等は１，３５９億円となった。 

品目別にみると、産出事業所数、出荷額等ともに「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹

織物」、「細幅織物」の順となった。 

 

【特産工業品目統計表２】 

 

 

４－１ 有形固定資産（従業者３０人以上の事業所） 

 

 有形固定資産の年初現在高は、５，６６２億円で、年間取得額は、９６６億円となった。建設仮勘定の年

間増減額は、＋５１億円となり、有形固定資産投資額は、１，０１８億円となった。 

有形固定資産投資額を産業別でみると、電子・デバイスの２７３億円が最も多く、以下、窯業・土石の 

１２２億円、化学の１１８億円の順になった。        【産業中分類別統計表４－３、４－４】 

 

                                 

４－２ 製造品等在庫額（従業者３０人以上の事業所） 

 

製造品等在庫額の年末在庫額は、２，０７３億円で、年間在庫増減額は、＋１２９億円となった。 

年末在庫額を産業別でみると、化学の３８０億円が最も多く、以下、電子・デバイスの２９２億円、電気機

械の２６６億円の順になった。 

 なお、在庫率は１２．７％となり、前年より１．２ポイント上昇した。   

【産業中分類別統計表４－５、４－７】 

 

 

４－３ 工業用地、用水（従業者３０人以上の事業所） 

 

工業用地敷地面積は１，２５８万ｍ２で、前年に比べ６万ｍ２減となった。   

産業別に内訳をみると、繊維の３３３万ｍ２が最も多く、以下、化学の１５１万ｍ２ 、非鉄金属の 

１３４万ｍ２の順となっている。 

市町別に内訳をみると、坂井市の２５９万ｍ２が最も多く、以下、福井市の２４２万ｍ２、越前市

の１８２万ｍ２の順となっている。           【用地・用水統計表１－１、１－３】 

 

工業用水の１日当たりの使用量は７６万ｍ３で、前年に比べ５万ｍ３減となった。 

１日当たりの水源別水量では、回収水の４４万ｍ３が最も多く、以下、井戸水の２３万ｍ３   、工業用水

道の６万ｍ３の順となっている。 

１日当たりの用途別水量では、冷却用水・温調用水の５８万ｍ３が最も多く、以下、製品処理・洗

じょう用水の１５万ｍ３、その他の２万ｍ３の順となっている。   【用地・用水統計表１－２】 
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